
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統計の作成、提供等における 

情報通信技術の活用に関する調査研究 

 

 

 

報告書 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成 26年 3月 

 

 

  

平成 25 年度内閣府大臣官房統計委員会担当室請負調査 



 



-  i  - 
 

目 次 

第１章 調査研究と結果の概要 1 

１ 調査研究の目的  ································································································································································································ １ 

２ 調査研究の方法  ································································································································································································ ２ 

１）調査研究の全体フロー 

２）有識者による研究会の設置 

３）国内調査・海外調査の視点 

３ 調査結果の概要  ································································································································································································ ６ 

１）調査実施ステージ 

２）結果活用ステージ 

第２章 統計調査において活用される情報通信技術の概要 １３ 

１ 調査実施ステージ  ·······················································································································································································  １３ 

１）データ収集方法の分類 

２）コンピューター支援によるデータ回収(CAI: Computer-Assisted Interview) 

３）調査実施ステージにおいて活用される情報通信技術 

２ 結果活用ステージ  ·······················································································································································································  １８ 

１）データ作成・集計機能 

２）分析機能 

第３章 調査実施ステージにおける情報通信技術の活用 ２１ 

Ⅰ 国内における情報通信技術の活用に関する取組  ···········································································································  ２２ 

・ 統計局および統計センター ···································································································································································  ２２ 

・ 国勢調査における取組 

 （１）調査概要 

 （２）情報通信技術の位置付け 

 （３）組織体制・機能 

 （４）情報通信技術の導入経緯・目的 

 （５）情報通信技術の活用に関する評価 

 （６）課題と今後の方向性 

Ⅱ 海外における情報通信技術の活用に関する取組  ···········································································································  ２９ 

１ アメリカセンサス局(United States Census Bureau)  ········································································································ ２９  

１）Centurion（インターネットによるデータ収集システム）を活用した取組 

 （１）Centurionの概要 

 （２）開発の経緯・体制 

 （３）基本的な機能 

 （４）主な特徴 

 （５）セキュリティに関する取組 

 （６）今後の課題 

～Centurion コントロールセンター～ 

 



-  ii  - 
 

２ アメリカ労働統計局(United States Bureau of Labor Statistics)  ·····································································  ３６ 

・ CES(Current Employment Survey:雇用状況調査)における取組 

 （１）調査概要 

 （２）情報通信技術の位置付け 

 （３）組織体制・機能 

 （４）情報通信技術の導入経緯・目的 

 （５）情報通信技術の活用に関する評価 

 （参考）インターネット回答のインフラストラクチャーIDCF(Internet Data Collection Facility)について 

 （６）課題と今後の方向性 

３ カナダ統計局(Statistics Canada)  ·················································································································································  ５０ 

・ LFS(Labour Force Survey:労働力調査)における取組 

第４章 結果活用ステージにおける情報通信技術の活用 ５５ 

Ⅰ 国内における情報通信技術の活用に関する取組  ···········································································································  ５６ 

１ 統計センター（e-Stat）  ··············································································································································································  ５６ 

１）e-Statの概要 

２）取組の概要 

Ⅱ 海外における情報通信技術の活用に関する取組  ···········································································································  ６１ 

１ カナダ統計局(Statistics Canada)  ····················································································································································· ６１  

１）取組の概要 

２）情報通信技術の導入経緯 

２ シカゴ大学 NORC  ···························································································································································································· ６２ 

１）取組の概要 

２）情報通信技術の導入経緯 

３ ミシガン大学 ICPSR  ······················································································································································································· ６３  

１）取組の概要 

２）情報通信技術の導入経緯 

第５章 結果活用ステージにおける情報通信技術の活用 ６５ 

１ 調査実施ステージにおける示唆・課題  ····································································································································  ６６ 

１）情報通信技術の位置付け 

２）情報通信技術の活用目的 

３）統計調査の回答者、回答内容を踏まえた活用 

４）検討の体制 

２ 結果活用ステージにおける示唆・課題  ····································································································································  ７０ 

１）情報通信技術を活用した情報提供内容 

２）情報通信技術を活用した情報の提供方法 

附属資料目次 ７１ 

Ⅰ 国内における情報通信技術の活用に関する取組 

Ⅱ 海外における情報通信技術の活用に関する取組 

Ⅲ 参考ウェブサイト・文献一覧 
 



第１章 調査研究と結果の概要 

 - 1 - 

第１章 調査研究と結果の概要 

 

1. 調査研究の目的 

近年の情報通信技術の急速な発展や、ビッグデータの活用に対する関心の高まり等を受けて、「経済財

政運営と改革の基本方針」（平成 25年６月 14日 閣議決定）を始めとする各種の政策方針において、統計

データのオープン化、オンライン調査等の推進が示されるようになっている。 

「公的統計の整備に関する基本的な計画」（平成 21年３月 13日閣議決定）においても、公的統計が直面

する課題として情報通信技術の発展に伴う統計利用ニーズの多様化が挙げられている一方で、政府統計

共同利用システム（e-Stat、オンライン調査等）の活用等による府省間でのデータ共有や提供の推進につい

ても挙げられている。 

さらに、例えばアメリカセンサス局ではスマートフォンやタブレット端末用の統計データ閲覧用アプリケーシ

ョンを開発し一般に提供するなど、諸外国でも統計データに対する情報通信技術の活用が進んできてい

る。 

そこで本調査研究では、今後の統計委員会における各種審議及び統計調査実施部局における検討に

資することを目的として、統計の作成、提供等における情報通信技術の活用状況に関して、国内外の統計

作成機関の先駆的な取組事例等を収集・整理を行った。合わせて、情報通信技術を今後活用する際の示

唆・課題についても整理を行った。 
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2. 調査研究の方法 

1) 調査研究の全体フロー 

本調査研究では、まずプレ調査として、文献・書籍、各種学術機関（大学、学会等）、及び統計機関のウェ

ブサイト等から得られる情報を収集・整理した。プレ調査（文献調査）では国内及び海外の調査における情

報通信技術の活用状況について事例を収集、整理することで、本調査研究における論点整理、及び委員

からの事前の論点収集を行った。 

 

その上で、有識者研究会を実施し、本調査研究においてフォーカスすべき論点及び調査事項の整理を

行った。 

有識者研究会での検討を通じて、現地調査（海外）でなければ把握が難しい事項を中心として、現地調

査による情報の深堀りを行った。海外における取組事例については、1950 年代からコンピューターを活用し

た統計調査を実施し、情報通信技術の活用についての研究が活発なアメリカ、カナダを対象とすることとし

た。 

また、国内における取組事例については、実務担当者（総務省統計局及び統計センター）に対するヒアリ

ングを実施することで、実務的な課題・留意点を意識した検討を行うことができるよう配慮した。 

以上を踏まえ、研究会において「統計の作成、提供等において情報通信技術を活用する際の示唆・課題」

についてディスカッションを行い、その結果を最終的な報告書として取りまとめた。 

 

 

本調査研究の全体フロー 

 

 

 

 

 

  

プレ調査（文献調査）

・ 情報通信技術の活用に関する国内、海外の先
行研究事例の収集

・調査実施ステージ、結果活用ステージ別の論点
案の整理

・委員からの論点収集

プレ調査（文献調査）

・ 情報通信技術の活用に関する国内、海外の先
行研究事例の収集

・調査実施ステージ、結果活用ステージ別の論点
案の整理

・委員からの論点収集

報告書作成

・報告書の作成
・研究会あるいは査読による確認・調整

報告書作成

・報告書の作成
・研究会あるいは査読による確認・調整

調査結果の取りまとめ

・ヒアリング結果の取りまとめ
・入手資料の翻訳・確認
・統計調査における情報通信技術の活用方向性に
関する検討

調査結果の取りまとめ

・ヒアリング結果の取りまとめ
・入手資料の翻訳・確認
・統計調査における情報通信技術の活用方向性に
関する検討

現地調査（海外）実施

・アメリカ及びカナダ（計５機関）に対するヒアリング
調査

・現地最新情報の収集
・必要に応じたフォローアップ

現地調査（海外）実施

・アメリカ及びカナダ（計５機関）に対するヒアリング
調査

・現地最新情報の収集
・必要に応じたフォローアップ

現地調査（海外）準備

・アメリカ及びカナダ（計５機関）について
-依頼状、ヒアリング項目の整理
-アポイント調整 など

現地調査（海外）準備

・アメリカ及びカナダ（計５機関）について
-依頼状、ヒアリング項目の整理
-アポイント調整 など

国内ヒアリング調査実施

・関連文献・情報のサーベイ
・国内有識者/実務担当者ヒアリング

-取組みの背景の整理
-実務面での課題・留意点
（調査実施ステージ・結果活用ステージ、それぞれについて）

国内ヒアリング調査実施

・関連文献・情報のサーベイ
・国内有識者/実務担当者ヒアリング

-取組みの背景の整理
-実務面での課題・留意点
（調査実施ステージ・結果活用ステージ、それぞれについて）

本調査における論点の整理

・論点の整理
-文献調査に基づく論点整理
・研究会の運営

-現地調査（海外・国内）ヒアリング先およびヒアリ
ング項目の整理

本調査における論点の整理

・論点の整理
-文献調査に基づく論点整理
・研究会の運営

-現地調査（海外・国内）ヒアリング先およびヒアリ
ング項目の整理
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本調査研究における研究会の位置付け 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本調査研究において調査対象とした調査（国内）及び調査機関（海外） 

＜国内＞ 

総務省統計局  国勢調査（平成 22年国勢調査・平成 27年国勢調査） 

統計センター  国勢調査（平成 22年国勢調査・平成 27年国勢調査） 

 

＜海外＞ 

アメリカ   米国統計局（US Census Bureau) 

    米国労働統計局（BLS: US Bureau of Labor Statistics) 

    ミシガン大学（University of Michigan) ICPSR 

    シカゴ大学(University of Chicago) NORC 

カナダ   カナダ統計局（Statistics Canada) 

 

本調査研究においては、後述するように統計調査の実施ステージと結果活用ステージに分けた整理・検

討を行うことから、公的統計作成機関に限らず、大学等を中心とする研究機関も調査対象とした。 

 

2) 有識者による研究会の設置 

本調査研究では、文献調査、国内における研究事例、海外事例調査等の情報を基に、有識者の知識・

視点等を反映するため、学識経験者を中心とする 4名から構成される研究会を設置し、適宜、助言を受けな

がら研究を進めた。 

 

「統計の作成、提供等における情報通信技術の活用に関する調査研究」 

研究会委員名簿 

 

座長 岩井 紀子  大阪商業大学 JGSS研究センター長 

 

伊藤 伸介  明海大学経済学部准教授 

 

佐藤 慶一 専修大学ネットワーク情報学部准教授 

 

前田 忠彦 統計数理研究所データ科学研究系准教授 

   

 

なお、海外現地調査には、研究会座長の岩井紀子が同行し、具体的な取組内容に関する質問や学術面

からのアドバイス・支援を受けた。 

 

  

・本調査研究会の目的、ゴールの
共有

・本調査における論点
（ディスカッション）
‐海外・国内調査での確認事項

第１回

・本調査研究会の目的、ゴールの
共有

・本調査における論点
（ディスカッション）
‐海外・国内調査での確認事項

第１回

・ヒアリング項目の詳細の確認
（追加点等のご意見）

第２回

・ヒアリング項目の詳細の確認
（追加点等のご意見）

第２回

・海外現地調査の報告

・国内現地調査の報告

・報告書目次構成について

・日本における情報通信技術の
活用に際しての課題・解決の方
向性について
（ディスカッション）

第３回

・海外現地調査の報告

・国内現地調査の報告

・報告書目次構成について

・日本における情報通信技術の
活用に際しての課題・解決の方
向性について
（ディスカッション）

第３回

・報告書（案）の確認、助言

第４回

・報告書（案）の確認、助言

第４回
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研究会における検討経過 

回 実施時期 アジェンダ 

第 1回 2013年 

11月 19日（火） 

• 本調査研究の目的・概要等について 

• 本調査における論点（ディスカッション） 

‐海外・国内調査での確認事項 

（対象調査・訪問先機関等のご推薦・ご紹介のお願い） 

※調査実施ステージ、結果活用ステージそれぞれについて 

第 2回 2013年 

11月下旬 

• ヒアリング項目の詳細の確認 

第 3回 2014年 

2月 24日（月） 

• 海外現地調査の報告 

• 国内現地調査の報告 

※調査実施ステージ、結果活用ステージそれぞれについて 

• 報告書目次構成について 

• 日本における情報通信技術の活用に際しての課題・解決の方向性に

ついて（ディスカッション） 

第 4回 2014年 

3月上旬 

• 報告書（案）の確認、助言 

注）会議形式での委員会開催に加え、郵送・メール及び電話による意見収集により実施した。 

 

3) 国内調査・海外調査の視点 

国内においては、情報通信技術を活用した取組に試行段階のものが多いことを踏まえ、アメリカ・カナダ

における統計調査において、どのような活用が行われているかを中心に整理を行うこととした。 

整理にあたっては、実務への適用を意識し、統計調査の実施ステージごとの整理を行った。 

 

本調査研究における整理・検討の視点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

統計調査の実施ステージごとに分けた検討を行うにあたり、情報通信技術の活用による効果が高いと考

えられる「調査実施ステージ」及び「結果活用ステージ」にフォーカスすることとした。特に「調査実施ステー

ジ」では、実査時の PC活用といった調査手法における情報通信技術の活用について、「結果活用ステージ」

ではデータ分析に際しての情報通信技術の活用について、検討を行うことととした。 

なお、海外調査の訪問先及び主なヒアリング項目は次ページのとおりである。 

 

目的の設定 調査設計 実施 集計・分析 公開

具
体
的
な
作
業
・

検
討
内
容
の
例

・調査頻度
・サンプル数

-サンプルの補充

・調査項目
・調査手法

など

調査内容検討ステージ 調査実施ステージ 結果活用ステージ

・調査目的の検討
-関連機関
-政府との関わり

・分野・テーマ
・組織構成
・調査の対象

-地域
-対象者条件

・集計方法
・分析方向性（範囲）

など

・調査員の教育
-調査員の身分

・調査協力の依頼
・実査
・品質管理
・不正回答チェック

・公開範囲
-利用者
-マイクロデータ

・公開方法
-フォーマット
-集計/分析ツール

・費用負担
など

目的の設定 調査設計 実施 集計・分析 公開

具
体
的
な
作
業
・

検
討
内
容
の
例

・調査頻度
・サンプル数

-サンプルの補充

・調査項目
・調査手法

など

調査内容検討ステージ 調査実施ステージ 結果活用ステージ

・調査目的の検討
-関連機関
-政府との関わり

・分野・テーマ
・組織構成
・調査の対象

-地域
-対象者条件

・集計方法
・分析方向性（範囲）

など

・調査員の教育
-調査員の身分

・調査協力の依頼
・実査
・品質管理
・不正回答チェック

・公開範囲
-利用者
-マイクロデータ

・公開方法
-フォーマット
-集計/分析ツール

・費用負担
など

本調査研究における検討範囲
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海外現地調査訪問先リスト 

 

国名 都市・日付 訪問先 ヒアリング項目 ステージ 

アメリカ 

ワシントン DC 

12/9（月） 

米国労働統計局 

US Bureau of Labor Statistics 

(BLS) 

・CES（雇用状況調査）における取組 調査実施 

ワシントン DC 

12/11（水） 

シカゴ大学 NORC 

University of Chicago NORC 
・data enclaveにおける取組 結果活用 

アナーバー 

12/12（木） 

ミシガン大学 ICPSR 

University of Michigan 
・ICPSRにおける取組 結果活用 

ニューヨーク 

12/13（金） 

米国統計局 

US Census Buerau 

・Centurion（インターネットによるデータ収集システム）について  

※12/10（火）大雪により US Census Bureauが閉鎖。TV会議による実施。 
調査実施 

カナダ 
オタワ 

12/16（月） 

カナダ統計局 

Statistics Canada 

・LFS（労働力調査）における取組  

・カナダ統計局における統計データ利活用に関する取組 

調査実施 

結果活用 

 

 

  



第１章 調査研究と結果の概要 

- 6 - 

3. 調査結果の概要 

1) 調査実施ステージ 

日本国内において情報通信技術を活用した取組を行っている例として、国勢調査が挙げられる。平成 22

年度国勢調査では、東京都をモデル地域とするインターネット回答を実施しており、平成 27 年度国勢調査

に向けてさらなる検討が行われている。 

一方、海外においては、複数の回答方法の１つとしてインターネット回答や PC を利用した調査員調査等

が行われている。 

次ページ以降において、日本、アメリカ及びカナダを対象として、調査実施ステージにおいて情報通信技

術を活用した取組を行っている統計調査の概要について整理を行っている。 
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2) 結果活用ステージ 

結果活用ステージにおいては、日本国内では e-Statを総務省統計局が提供している。政府統計の総合

ポータルとして機能しており、集計表や GIS表示ツール等が提供されている。 

海外においては、学術研究機関を中心に、マイクロデータの提供を含めた情報提供が行われている。

「統計データの二次利用促進に関する研究会 報告書」（平成 20年 10月統計データの二次利用促進に関

する研究会）においても、統計データの二次利用について、海外事例等の整理が行われている。 

次ページ以降では、日本に加えて、アメリカ、カナダ、欧州及びスウェーデンにおける取組の概要を整理

している。 
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（調査実施ステージ 概要一覧 1/2） 

国名  日本  アメリカ  

統計調査名（英語）  Census  Census  
American Community Survey 

(ACS)  
（日本語）  国勢調査  国勢調査  アメリカ地域社会調査  
実施主体  総務省  US Census Bureau  US Census Bureau  
調査対象  世帯  世帯  世帯・個人  

調査目的  
・人口・世帯の実態を明らかにす

る  

・下院議会の定数を決定するととも

に、連邦政府から州政府への予算

配分決定のために利用される  

・10年ごとに実施される国勢調

査の間を埋める形で、各自治体

における政策・予算配分に関す

る意思決定を行うために利用さ

れる  
実施頻度  5年毎  10年毎  毎年  

サンプル数  
日本国内に住んでいる全ての人、

世帯（2005年調査では回収率

95.6%）  
1億 3,170万 4,730住戸への郵送  

世帯票：約 327万世帯/回収率

65.0% 

集合住宅調査：約 20万人/回収

率 72.6% 

（2011年調査）  

調査手法  

・国勢調査員が各世帯に調査票と

説明資料などの一式を配布して、

調査票の記入と提出の依頼 

・面会が不可能な場合は聞き取り

調査を実施 

・紙媒体への記入後、郵送または

訪問調査員に提出  

・紙調査票による郵送自記調査 

・回答は、郵送による返送に加えて

、調査員の訪問によるフォローが行

われる  

・紙調査票による郵送自記調査 

・回答は、郵送による返送に加え

て、電話、調査員の訪問、ウェブ

での回答が可能となっている  

調査手法の変更経緯 

（時期・理由など）  

・自宅 PCによるオンライン記入を

試験導入（H22年調査、東京都全

域） 

・モバイル端末による記入も導入

予定（H27年調査） 

・2000年調査では、Long-Form と呼

ばれる詳細な調査票を約 300万世

帯に配布していたが、2010年は

Short-Form と呼ばれる簡易な調査

票のみ（右記、ACS参照） 

・2010年調査では、インターネットに

よる回答方式を導入しようとしたが、

開発コストやシステム負荷の問題か

ら断念  

・2000年国勢調査で用いられた

、回答項目数の多い"Long 

Form"調査票を、2010年国勢調

査では廃止し、ACSに移行  
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（調査実施ステージ 概要一覧 2/2） 

国名  アメリカ カナダ  

統計調査名（英語）  
Current Employment Survey 

(CES)  
Labour Force Survey (LFS)  

（日本語）  雇用状況調査  労働力調査  
実施主体  US Bureau of Labor Statistics  Statistics Canada  
調査対象  事業所・企業  世帯・個人  

調査目的  
・12の賃金区分に基づく各事業所

における従業員数を回答  

・雇用・非雇用状況の把握を行う 

・生産年齢にあたる人口を「雇用状

態」「非雇用状態」「非労働力人口」

の 3つに区分することで、労働力市

場の状態を把握  
実施頻度  半年毎（5月・11月）  毎月  

サンプル数  

回答率 77.3% 

（1,110,296事業所のうち、858,474

事業所が回答） 

（2011年 5月調査）  

回答率 95.1% 

（2005年平均）  

調査手法  
・郵送による自記調査が主 

・電話、電子メール、調査員による

訪問での回答も行われている  

・CATI及び調査員による訪問面接(

ノート PCを用いた CATI) 

・電話番号が不明の場合には、初

回は訪問した上で、残る 5か月間に

ついては CATIを用いる  

調査手法の変更経緯 

（時期・理由など）  

・2012年調査では、郵送による自

記調査に加え、オンラインでの回

答も可能になっている  

・調査員の移動負荷軽減のため、

2009年の調査からCAPIを導入。同

時期の Statistics Canadaが実施し

ている CCHSや SHSでも同様に

CAPIでの調査を導入している 
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（結果活用ステージ 概要一覧 1/2） 

 国名  日本  アメリカ  

アーカイブ/組織名   e-stat  ICPSR  NORC  

運営主体  総務省統計局  ミシガン大学  シカゴ大学  

運営目的  

各府省の統計データを 1

つにまとめ、さらにニー

ズの高い提供機能を備

えることで、より利便性

の高い統計データを提

供  

社会科学に関する調査

の個票データを世界各

国や国際組織から収集

、保存し、それらを学術

目的での二次分析のた

めに提供  

社会科学調査のデータ

を提供し、意思決定を支

援する  

 

有償/無償  原則として無償  無償  無償  
マイクロデータ

提供  
あり  あり  あり  

ツール提供  
集計表作成ツール、GIS

表示ツールを提供  

秘匿管理、個人情報保

護、集計、データ配布ツ

ールを提供  

シンクライアント環境によ

るデータアクセスが可能  

その他  
利用者の要望に応じた

オーダーメイド集計を実

施（有償）  

個票データの単純集計、

クロス集計、回帰分析等

、個票データのハンドリ

ングが可能  

"NORC data enclave"に

おいて、メタデータの文

書化、データ分析サービ

ス、GISデータを提供  

収録データ分野  
全分野、国内公的統計

調査が主  

政治、社会、歴史、経済

、高齢者、犯罪、公衆衛

生、教育、法律及び国際

関係など  

総合的社会調査  

利用方法・利用範囲  

・申し込みなしで利用可

能（オーダーメイド集計を

除く） 

・利用者の PC上での操

作が可能（オンライン接

続）  

・登録が必要 

・利用者の PC上での操

作が可能（一部機能はソ

フトウェアをインストール

する必要あり）  

・登録が必要 

・必要に応じて NORCス

タッフによる分析支援を

受けることが可能 

 

 

  



第１章 調査研究と結果の概要 

 - 11 - 

（結果活用ステージ 概要一覧 2/2） 

 国名  カナダ  欧州  スウェーデン  

アーカイブ/組織名   
Research Data Centres 

(RDC)  
eurostat  MONA  

運営主体  Statistic Canada  Europian Comission  Statistic Sweden  

運営目的  

カナダ国内の社会情勢

についての展望や、規模

の異なる国の間での社

会科学研究の機会を提

供する  

EUの意思決定、EUの政

策評価のためのデータ

提供  

研究者によるデータ分析

を可能にするために、マ

イクロデータを分析する

プラットフォームを提供  

 

有償/無償  無償  無償  無償  
マイクロデータ

提供  
あり  あり  なし  

ツール提供  
ブートストラップ法による

分散推定ツールを提供  
集計表作成ツールを提

供  

リモートアクセスによる

個票データの分析ツー

ルを提供  

その他  GISデータの提供  
GIS、統一規格である

SDMX形式のデータ提供  

データの取得はできない

が、オンライン上にある

SQL形式でデータベース

化された情報を、統計的

に分析することが可能（

クロス集計、回帰分析、

因子分析など）  

収録データ分野  
LFS、SHS、CCFSなど、

カナダ国内における統計

情報  

全般的・地域統計、経済

・財政、人口・社会動態、

産業・商業・サービス、農

業・漁業 

、対外貿易、運輸、環境

・エネルギー、科学・技術  

スウェーデン国内におけ

る公的統計調査が主  

利用方法・利用範囲  

・原則、CRDCNに属する

機関の研究者に対して

は、無償でデータを提供 

・マイクロデータの利用

には、申請と利用許諾契

約が必要  

・会員登録が必要  

・利用には審査が必要 

・国外でのデータ利用に

ついても、秘密保護法に

よって制限あり。基本的

に禁止。  
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第２章 統計調査において活用される情報通信技術の概要 

 

本調査研究においては、統計調査において活用される情報通信技術について調査を行うため、「調査実

施ステージ」及び「結果活用ステージ」のそれぞれについて、どのような情報通信技術が活用されているの

かについて整理を行うこととした。 

 

1. 調査実施ステージ 

調査実施ステージにおいては、調査における回答データ収集に用いられる情報通信技術について整理

を行った。まず、データ収集の方法については、大きく分けると回答者自身が回答を記録する「自記入式調

査」と調査員が記録する「調査員調査」に分類される。実際の調査においては、調査票の配布方法（郵送、

面接員による配付など）、調査票の形態（紙、PCなど）、回答の記録者（調査員あるいは回答者）といった組

み合わせに応じて、「郵送・留置調査」「面接調査（CAPI利用）」などの分類を行う場合がある。 

・自記式留置調査 

・自記式郵送調査 

・面接調査 

・RDD方式の電話調査（抽出の観点から、方法はＣＡＴＩ） 

・CAPI: Computer Assisted Personal Interview 

・CASI: Computer Assisted Self-administered Interview（面接調査の中で用いる場合と、インターネットネ

ット回答など、対象者単独での回答と両方を含む） 

CATI: Computer Assisted Telephone Interview 

 

本章では、データ収集方法の分類に基づいて、それぞれのメリット、デメリットについても整理を行った。 

 

1) データ収集方法の分類 

(1) 自記入式調査 

自記入式調査においては、回答者は調査員による支援を受けずに、自分自身で調査票に回答を記録す

る。回答者への調査票配布（チャネル）は、郵送やファックスといったものが挙げられる。インターネット回答

も自記入式調査の１分類とみなすことが可能である。PC等を用いる場合は CASI(Computer-Assisted Self 

Interview: コンピューター支援による自記入式調査)、と呼ばれる。自記入式調査を行う場合には、回答者

にとって明確で分かりやすい調査票であることが重要である。 

自記入式調査のメリット、デメリットとしては以下のような点が挙げられる。 

 

メリット 

-調査員調査と比較すると調査費用を抑えることが可能となる 

-大規模サンプルの調査に向く 

-調査員が介在しないため、センシティブな内容を確認する調査に向く 

デメリット 

-回答率が低くなりがちで、督促作業等のフォローアップが欠かせない 

-回答エラーなどが発生しやすく、データ品質を高めることが難しい 

-郵送による配付・回収を行う場合は調査期間を長く設定する必要がある 
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(2) 調査員調査 

前述の自記入式調査と比較すると、調査員調査では調査員が介在するため、回答エラーの防止やデー

タ品質の向上を図ることが可能となる。特に、調査テーマや調査票の内容が複雑である場合、調査員調査

が有効な手法となり得る。調査員調査のメリット、デメリットは以下のように整理される。 

 

メリット 

-調査員を通じて、調査に対する回答者の関心を高めるなど回答率を高める

取組を行いやすい 

-回答エラーの発生を防ぐことができる（非回答の発生防止など） 

-回答内容の確認など、実査後のフォローアップ作業を減らすことができる 

-必要に応じて、調査員を増員して回収作業を早めることも可能となる 

デメリット 

-調査員に対する人件費や旅費等のコストが必要となる 

-調査員に対するトレーニングが必要となる（熟練した調査員が求められる） 

 

さらに、調査員調査は実際に調査員と回答者が対面して行う「面接調査」と、電話によるやり取りを行う「電

話調査」に分類される。 

 

・面接調査 

調査員調査では、回答者による調査票の記入に対して調査員による支援が行われる。調査は面接で行

われることが多く、回答者の住居や職場など様々な場所で行われる。特に、紙による調査票を用いる場合は

PAPI(Paper And Pencil Interview: 紙と鉛筆による調査)、PC等を用いる場合は CAPI(Computer-Assisted 

Personal Interview: コンピューター支援による面接調査)、と呼ばれる。 

 

・電話調査 

調査員が介在する形の調査の中でも、電話を利用して回答データを収集する場合がある。紙による調査

票を用いる場合もあるものの、PC等を利用する場合を特に CATI(Computer-Assisted Telephone Interview: 

コンピューター支援による電話調査)と呼ぶ。 

CATIを利用することで、前述のとおり、回答エラーの発生を防ぎ、データ品質の向上を図ることが可能と

なる。また、調査員を僻地へ派遣する必要もなくなる。一方で、電話調査では以下のような点に留意する必

要がある。 

図表１ 電話調査における留意点 

-提示物（イラストや写真など）を用いることができない 

-複数回答形式の質問は、単数回答形式の質問に分解しないと回答しにくい 

-同音異義語を避けなければならない 

-電話を受ける場所に他人がいることも想定されるため、繊細な内容を質問しにくい 

-面接調査に比べると、調査票のボリュームを抑える必要がある 
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2) コンピューター支援によるデータ回収 (CAI: Computer-Assisted Interview) 

調査実施ステージにおけるデータ回収にあたってコンピューターを活用するものを

CAI(Computer-Assisted Interview)と呼ぶ。具体的には、以下に挙げる３つの方法が代表的なものである。 

 

①CASI(Computer-Assisted Self Interview: コンピューター支援による自記入式調査) 

②CATI(Computer-Assisted Telephone Interview: コンピューター支援による電話調査) 

③CAPI(Computer-Assisted Personal Interview: コンピューター支援による面接調査) 

 

一般的に、PAPIに比べてCAIはデータ品質の向上やデータ管理をより容易に行うことができる。例えば、

質問間の整合性や、場合によっては、過去の回答内容との整合性を、実査の時点で確認することができる。

また、実査の進捗状況管理（回収数のモニタリングなど）もより容易になる。調査票上では、プログラムを組む

ことで、より複雑な構造の調査票でも、回答エラーを防ぐことが可能となる。 

一方で、調査員あるいは回答者が回答を記録するにあたって、ソフトウェアに一定程度の習熟が必要とさ

れる。加えて、ソフトウェア上で構築されたプログラムが確実に動作するかを、事前に入念に確認する作業も

必要とされる。 

 

(1) CASI(Computer-Assisted Self Interview: コンピューター支援による自記入式調査) 

CASIによる調査は、回答者にとって都合のよい時に回答できる一方で、回答者自身が PCやソフトウェア

を保有している必要がある。近年では、インターネットを利用した CASIが普及している。 

インターネット回答では、回答者は自身の PCを利用して、オンライン上の調査票に回答を行うこととなる。

インターネット回答のメリットとしては、データ回収のコストを下げることが可能となること、回収時間の短縮化

が可能となることが挙げられる。一方で、回答者自身の PCを利用することから、異なるバージョンの OS（オ

ペレーティングシステム）やブラウザにも対応できること、暗号化通信を行うなど情報のやり取りにおけるセキ

ュリティ確保が必要となる。 

 

(2) CATI(Computer-Assisted Telephone Interview: コンピューター支援による電話調査) 

CATIでは、調査員がPCの画面上に表示される調査画面に沿って、読み上げを行い、回答を記録してい

く。「図表１ 電話調査における留意点」と同様の内容に留意する必要があるが、紙による調査票に代わって

PCを利用することで、より複雑な調査票に基づいた調査を行うことができる、データ入力の手間をなくすこと

で調査期間の短縮化を図ることができる、といったメリットが生まれる。 

 

(3) CAPI(Computer-Assisted Personal Interview: コンピューター支援による面接調査) 

CAPIでは、調査員による面接調査において、PCを用いながら質問、回答記録を行う。調査員がそれぞ

れ PC（ノート PCやタブレット PCなど）を所持し、その PC上に表示される調査画面に従って調査を行い、回

答を記録する。 

CATIや CAPIで用いられるソフトウェアには、オランダ統計局が開発、提供している blaise、ノルウェーの

民間企業が開発している confirmitなどが存在する。また個別の調査機関が独自に開発を行うケースもある

が、基本的な機能として調査票のスキップパターンの制御やデータ整合性チェックなどを行うことができるも

のである。 

 

CASIで利用されるハードウェア、ソフトウェアの費用については、複数の調査で共有することで、１調査あ

たりの負担を減らすなどの取組も必要とされる。特に、新規に CAIを導入する場合には、プログラミングや検

証に係る時間も必要とされる。 
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図表２ CAIのメリット・デメリット 

 
 メリット デメリット 
CAI全般 ・回答時にエラーチェックを行うことができるた

め、実査終了後の再確認の手間を省ける  
・データ収集、修正、集計が統合されるため、紙
による調査に比べて、時間を節約できる  
・データ精度が向上する可能性がある  
・複雑な構造の調査票を構成できる  
・回答率のモニタリングなど、品質管理が容易
である  
・繰り返し実施される、あるいは大規模の調査で
あるほど、紙による調査よりも低コストで実施で
きる  
・類似の調査で用いられているプログラムを流
用することでコストを低減させる可能性がある  
・完了票の秘匿管理が容易である  
・紙資源の節約につながる  

・ソフトウェアの開発に時間及び費用が必要とな
る場合がある  
・調査全体を通じて、プログラムが確実に動作
するかをテストする必要がある  
・プログラム開発や実査において、技術に精通
した人材を確保する必要がある  
・技術的な問題が発生する可能性がある  
・調査員及び回答者がソフトウェアを適切に扱う
ことができる必要がある  
・ノートPCやタブレットPCなどのハードウェアが
必要となる  
・実査に用いた PCからデータサーバー等への
データ移行を安全に行える環境が必要となる  

CASI ・回答者にとって、回答しやすい  
（インターネット経由での回答も同様）  

・回答者が PCを扱える必要があり、回答に用い
られるソフトウェア、ハードウェアを使いこなせる
必要がある  
・（インターネット回答の場合）本人確認が困難
である 

CATI/CAPI ・紙による調査に比べると、訪問日時の管理と
いった、調査全体の計画を管理しやすい  
・PC操作に慣れた調査員であれば、回答者と
の応対に注力できるため、回答データの品質が
向上する可能性がある  

・調査員に対する教育が必要となる  
・PCの盗難など、安全対策を講ずる必要がある  
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3) 調査実施ステージにおいて活用される情報通信技術 

ここでは、CAIで活用される技術の内容について整理を行う。 

 

(1) インターネット 

インターネットを通じた調査実施については、webサイト上での回答や e メールによる回答などが該当する。

近年のインターネットの普及に伴って、特に web サイトへアクセスし回答を行う形での調査も実施されている。

回答者側では、PC（スマートフォンやタブレット PCを含む）などのハードウェアとブラウザ、インターネット回

線を用意する必要があるものの、必要に応じて、動画や音声、画像情報などの提示もできるなど、より多くの

情報を得ることができる重要な技術といえる。 

 

(2) TDE(Touchtone Data Entry:タッチトーン入力) 

TDE(Touchtone Data Entry: タッチトーン入力)とは、電話調査において、回答者が電話のトーン発信を

利用して回答するものである。コールセンターへの架電にあたって、会員番号の入力などを行う際に用いら

れる技術を、調査に利用している。回答者は電話機のキーパッドを利用して、例えば、「はい」ならば「１」を、

「いいえ」ならば「２」をダイヤルする、といった形で回答を行う。 

TDEは、その回答方法から以下のような特性を持った調査に向いている。 

-調査票内容が短い 

-調査内容が繰り返し実施される 

-数量値を回答する 

 

(3) VR(Voice Recognition: 音声認識) 

VR(Voice Recognition: 音声認識)とは、回答者が発言した内容をコンピューターが聞き取った上で記録

するものである。VR自体は、様々な分野での利用がなされており、携帯電話の音声入力機能などにも用い

られている。前述の TDE と比較すると、タッチトーン式の電話を保有していない回答者でも利用できることが

メリットとなる。 

一方で、音声認識技術自体の精度にも影響される。コンピューターが認識した回答内容が正しいか否か

を、回答者に再度確認する必要があるなど、回答時間が長くなりがちとなる欠点も挙げられる。 

 

(4) EDI(Electronic Data Interchange: 電子的データ交換) 

EDI(Electronic Data Interchange:電子的データ交換)とは、財務情報等のデータを、システムを通じて一

定の様式で抽出、送信するものである。いったん様式が確定すれば、繰り返し行われる調査においてデー

タの回収コストを大きく削減することが可能となる。必要に応じて専用線を利用してセキュリティ確保を図る場

合もある。 

しかしながら、データ様式の調整やシステム構成の構築など、セットアップに係る時間、費用がかかるため、

EDIを利用することができるのは、企業規模が大きい回答者に限定されるといった制限が存在する。 

 

(5) その他 

上記以外の情報通信技術としては、海外の家計調査等で活用が検討されているレシートスキャン（画像

認識・読取り技術）やバーコードスキャンといったものが挙げられる。読取り精度に起因する課題や多岐にわ

たる様式への対応（レシートのフォーマットやバーコード情報の更新、追加など）といった課題が指摘される

ものの、統計調査への活用について海外を中心として研究・検討が行われている。 
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2. 結果活用ステージ 

結果活用ステージにおいては、回答データを集計、分析する際に用いられる情報通信技術について整

理を行った。分析前のデータ作成を含めて、比較的単純な集計表の作成や視覚化などを「データ作成・集

計機能」として、相関分析や回帰分析等が求められるものを「分析機能」として、それぞれにおいて活用され

る情報通信技術を整理している。 

 

1) データ作成・集計機能 

ここでは、基本統計量の算出を行う集計表の作成や、集計結果の視覚化に用いられる情報通信技術

の概要を整理する。なお、下記２つの技術以外にも、e-statにおいて提供されているクロス集計を行う機

能を実現するためのデータベース技術が存在するものの、近年の技術進歩によって可能となった技術・

機能について概要の整理を行った。 

 

(1) コーディング技術 

回答内容に含まれる自由回答（文章や単語での回答）を集計する際の、コーディングについても情報

通信技術を活用することが可能である。従来は、手作業での確認作業が必要とされていたが、作業時間

の短縮化や品質管理を高めるために、情報通信技術を活用しながら作業の自動化が図られている。 

コーディング技術では、元データ（回答内容が記録されたもの）と参照ファイル（辞書の役割を果たすも

の）の２ファイルを準備する。参照ファイルでは、回答内容（記述内容）とそれに対応するコード番号が管

理される。元データについては、最初に表現の標準化作業が行われる。同一の内容を指す言い回しや表

現を統一しつつ、意味のない記号等を削除していく。続いて、参照ファイルに基づいて、回答内容のコー

ド化が行われる。上記作業を行った上で、なおコード化が行われない内容については、手作業での確認

が行われるものの、テキストマイニングを行うソフトウェア等を活用しながら、より効率的な作業実施が図ら

れる。しかしながら、正しい分類が成されるか否かについて、現状では精度に問題があることから、完全な

自動化は極めて困難となっている。 

 

(2) GIS技術 

統計情報を地図上の表示し、集計結果を視覚化するものとして GIS技術が挙げられる。複数の情報を

同一地図上に表示するなどの機能も実現が可能であり、地理的な情報を分析することができる。 

 

（参考）総務省統計局 e-statにおける「地図で見る統計（統計 GIS）」より 
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2) 分析機能 

集計に加えて、より複雑な分析を行うにあたって活用される情報通信技術について、以下のとおり整理

を行った。相関分析や回帰分析など行うために、マイクロデータに対してアクセスすることを前提とすると、

以下の２つの技術が重要となる。これらはいずれもデータ保護を行う上でも重要な技術である。 

 

(1) リモートアクセス技術1 

リモートアクセスとは、マイクロデータを保持するサーバーに、データ利用者がアクセスして分析を行うこ

とを指す。マイクロデータをサーバーから持ち出すことなく、異なる切り口での分析を試行することができる

ため、統計データのより高度な利活用につながる技術である。アクセスにあたっては、専用の施設を設置

する場合に加えて、専用端末の設置、個人 PCからのアクセスなどが行われる。 

基本的に、元のマイクロデータ自体を参照することはできず、利用者は分析結果のみを得ることとなる。

そのために、データ持ち出し防止や、個人が特定されうる分析結果の出力抑制といった機能も備えられ

る。 

 

(2) シンクライアント技術 

シンクライアント技術とは、データ及びアウトプットの保存機能を持たない端末を利用して、サーバー上

のプログラムを実行、結果を参照することを可能とする技術である。データ利用者が使用する端末は、ハ

ードディスクなどの記憶媒体やデータを持ち出すための端末（USB等の入出力端末）を持たず、サーバー

とのやり取りを行うインターフェースとしてのみ機能する。 

前述のリモートアクセスを行うにあたって、セキュリティをより高いレベルで確保するためにも、シンクライ

アント技術は利用されている。一般的に、サーバーはセキュリティの確保されたデータセンター等に設置

される一方で、利用者が使用する端末には紛失や盗難等のリスクが存在する。シンクライアント技術を活

用することで、セキュリティレベルを向上させながらも、より高度なデータ分析を行うことが可能となる。 

 

  

                                              
1内閣府統計委員会基本計画部会第３ワーキンググループ（第２回）資料２ 

「リモートアクセス」について（総務省政策統括官室提出資料）参照 
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第４章 結果活用ステージにおける情報通信技術の活用 

本調査研究では、結果活用ステージにおける情報通信技術の活用に関する取組事例として、国内及び

海外において、どのような取組がなされているかの整理を行った。 

なお、海外については、「統計データの二次利用促進に関する研究会 報告書」（平成 20年 10月統計デ

ータの二次利用促進に関する研究会）においても、統計データの結果活用の実態や今後の課題について

整理・検討が行われている。そのため、本報告書では情報通信技術に着目した整理を行うこととした。 

具体的には、カナダ統計局、シカゴ大学 NORC、ミシガン大学 ICPSRの 3つの機関における取組の整理

を行うこととした。 
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Ⅰ 国内における情報通信技術の活用に関する取組 

1. 統計センター（e-Stat） 

1) e-Statの概要 

統計センターでは、各府省情報化統括責任者（CIO）連絡会議で決定された「統計調査等業務の業務・

システム最適化計画」に基づき、日本の政府統計関係情報のワンストップサービスを実現するために、政府

統計のポータルサイト「政府統計の総合窓口（ｅ－Ｓｔａｔ）」を平成 20年度から本運用している。e-Statは、従

来、各府省等のホームページに掲載されていた各種統計関係情報をワンストップで提供することを目指して

おり、各府省等が登録した統計データ、公表予定、新着情報、調査票項目情報等の各種統計情報を、イン

ターネットを通して利用することが可能である。 

ここでは、「政府統計の総合窓口」（以下、e-Stat）における取組を整理する。e-Statの取組は、主に①API

機能による統計データの高度利用環境の構築、②統計 GIS機能の強化、③オンデマンドによる統計作成機

能・方策の研究、の 3点である。 

 

2) 取組の概要 

①API機能による統計データの高度利用環境の構築 

e-Statでは、提供している統計データを機械判読可能な形式（XML等）で取得できる API（Application 

Programming Interface）が提供されている。具体的には、以下の 5つの機能である。 

 

統計表情報取得（GET）  

統計表の情報（統計表 ID、調査名、統計表名、調査年月等）を提供する機能。検索キーワード等を指定

することで、絞込みが可能。 

メタ情報取得（GET) 

統計表（統計表 ID）に含まれるメタ情報（集計事項、地域事項、分類事項等）を提供する機能。 

統計データ取得（GET) 

統計表（統計表 ID）に収録されている統計データ（数値データ）を提供する機能。必要に応じて、データ

セット、メタ情報による絞込みを行うことができる。提供するデータが大量の場合は、分割して提供される。 

データセット登録（POST） 

統計データ取得時の絞り込み条件を登録する機能。統計データ取得時にデータセットの取得条件をさら

に絞り込むことも可能。登録したデータセットは他のユーザーに公開することも可能。 

データセット参照（GET) 

登録されたデータセットの情報を参照する機能。 

 

APIを利用したアプリケーションを開発することにより、統計データを利用した高度な利用環境を構築する

ことを目指している（試行運用中）。 

 

図表１ API機能のイメージ 

（出所：統計センター次世代統計利用システム「http://statdb.nstac.go.jp/system-info/api/」） 
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②統計 GIS機能の強化 

e-Statでは、デジタル化された地図データと、統計データや位置、空間に関する情報などを統合的に扱う

地理情報システム（GIS）の仕組みを活用し、利用者個々のニーズに合わせて各種統計調査の統計データ

を背景地図と共に視覚化して提供している。本システムを利用して統計地図を作製することにより、統計表

を眺めただけでは困難な地理的な分析を視覚的に行うことができ、防災活動等への活用が可能となる。統

計 GIS機能の概要及び収録データは以下の通りである。 

 

基本的操作・機能 

・地図操作—-Google Maps と同様の地図操作が可能 

・ポイント移動—-住所、郵便番号、経緯度 

・計測—-距離、経路距離、面積 

・サブ地図表示—-地図画面の２分割表示 

・案内図—-メイン地図の広域地図表示・移動 

・最寄駅検索—-半径 5,000m以内の駅名の表示・移動 

 

プロット 

・登録—-地図クリック（個別）、ジオコーディング、インポート（経緯度） 

・編集—-項目の追加、削除、変更 

・機能—-名称検索・表示及びポイント移動 

 

エリア 

・登録—-地図クリック（多角形、フリー円、同心円、バッファエリア、到達圏（徒歩、車））、インポート（shape） 

・編集—-項目の追加、削除、変更 

・機能—-名称検索・表示及びポイント移動 

 

グラフ 

・統計データ又はユーザーデータによるグラフ作成（小地域、メッシュ） 

・プロット、エリアの集計及びグラフ作成 

・グラフの種類—-界面、棒、円、界面クロス 

・編集—-ランク分けの種類、階級及び表示色の設定、変更 

 

レポート（Excel形式）  

・シンプルレポート—-作成したグラフについてのレポート 

・リッチレポート—-同心円内のエリアについて、年齢構成等の基本的な分析結果 

 

収録データ  

・国勢調査小地域集計（平成 12年、17年、22年） 

・国勢調査地域メッシュ統計（1Km,500m）（平成 12年、17年、22年） 

・事業所・企業統計小地域集計（平成 13年） 

・事業所・企業統計地域メッシュ統計（1Km,500m）（平成 13年、18年） 

・経済センサス－基礎調査地域メッシュ統計（1Km,500m）（平成 21年、平成 24年） 
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図表２ GIS機能のイメージ 

 

（出所：統計センター次世代統計利用システム「http://statdb.nstac.go.jp/system-info/gis/」） 

 

 

③委託による統計の作成等及び匿名データの作成・提供 

統計法が 60年ぶりに抜本改正（平成 19年法律第 53号） され、平成 21年４月に全面施行されたことで、

統計法の基本理念が、これまでの「行政のための統計」から「社会の情報基盤としての統計」へと大きく転換

した。この転換を受け、統計センターでは、学術研究や高等教育の分野で公的統計の活用を図るための枠

組みである二次的利用制度を、「ⅰ）委託による統計の作成等（以下、オーダーメード集計）」と「ⅱ）匿名デ

ータの作成・提供」の二つのサービスを柱として発足させた。しかし、データ分析の切り口によっては個人が

特定される恐れがあるなど、運営・制度面及び秘匿処理における課題もあり、慎重な検討を行っている段階

である。 

それぞれのサービスでは以下のような内容が提供されている。 

 

ⅰ）オーダーメード集計 

統計センターでは、既存の統計調査の集計項目の分類一覧から項目を選択し、それらを組み合わせ

た統計表の作成を委託することができる。ただし、オーダーメード集計は、学術研究の発展又は高等教

育の発展に資すると認められる場合であり、かつ定められた利用条件を満たす場合に利用可能となる。  

オーダーメード集計の機能には、各府省が統計センターに委託し統計センターから提供されているも

の、各府省等が直接提供しているものがある。現在利用可能な統計データ（図表３）及び利用条件は以

下に示す通りである。 
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・利用可能な統計データ（2013年 12月時点） 

 

図表３ 現在オーダーメード集計が利用可能な統計データ 

所管府省 統計センターによる提供 所管府省による提供 

内閣府 ・消費動向調査 

・企業行動に関するアンケート調査 

 

総務省 ・国勢調査 

・家計調査 

・全国消費実態調査 

・就業構造基本調査 

・住宅・土地統計調査 

・家計消費状況調査 

・労働力調査 

・社会生活基本調査 

 

財務省  ・年次別法人企業統計調査 

・法人企業景気予測調査 

文部科学省 ・学校基本調査  

厚生労働省 ・賃金構造基本統計調査 ・人口動態調査 

・医療施設（静態）調査 

・患者調査 

・毎月勤労統計調査（特別調査） 

農林水産省  ・農林業センサス 

・漁業センサス 

・海面漁業生産統計調査 

経済産業省  ・経済産業省企業活動基本調査 

国土交通省 ・建築着工統計調査  

 

・利用条件 

-学術研究又は高等教育（学校教育法（昭和 22 年法律第 26 号）第１条に規定する大学又は高等

専門学校における教育）の用に供することを直接の目的とするものであること 

-学術研究目的、高等教育目的等の用に供することを直接の目的とすること 
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ⅱ）匿名データの作成・提供 

匿名データの作成・提供として、利用要件を満たした申出者に対して、特定の個人又は団体等が識別

できないように加工して作成した調査票情報の利用を一定期間認めている。研究者等は匿名データを

利用することで、行政機関等が作成していない統計表の作成のみならず、多変量解析など、ミクロデータ

に基づく実証分析を行うことが可能となり、また大学・大学院等の教員は、匿名データを活用した講義又

は演習等の実施が可能となる。現在利用可能な統計データ（図表４）及び利用要件は以下に示す通りで

ある。 

 

・利用可能な統計データ（2013年 12月時点） 

 

図表４ 現在匿名データの提供が利用可能な統計データ 

所管府省 統計センターによる提供 所管府省による提供 

総務省 ・国勢調査 

・労働力調査 

・住宅・土地統計調査 

・全国消費実態調査 

・就業構造基本調査 

・社会生活基本調査 

 

厚生労働省  ・国民生活基礎調査 

 

・利用条件 

 -統計の作成または統計的研究にのみ利用されること 

    -学術研究目的、高等教育目的等の用に供することを直接の目的とすること 

    -学術研究の成果、高等教育の内容等が公表され、社会に還元されること 

-匿名データが適切に管理されていること 
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Ⅱ 海外における情報通信技術の活用に関する取組 

1. カナダ統計局（Statistics Canada） 

 

※「統計データの二次利用促進に関する研究会 報告書」（平成 20年 10月統計データの二次利用促進

に関する研究会） 資料６ 参照 

 

1) 取組の概要 

カナダ統計局では、マイクロデータを含め、集計表等を公表しているが、統計データの提供にあたっては、

大きく 3つの分類に基づいた提供が行われている。 

 

①集計表や分析レポートといった統計結果 

②個別のリクエストによる集計 

③マイクロデータを用いたデータ提供 

 

③のマイクロデータを用いたデータ提供では、元データから氏名や住所、電話番号等を削除しただけの

秘匿性の強いConfidential Microdata Filesや、実年齢をコード化（5区分など）するなどの匿名化が図られた

PUMFs(Public Use Microdata Files)が提供されている。 

前者のファイルには、原則として RDC(Research Data Centre)からのみアクセスが認められている。一方、

PUMFsには、DLI (Data Liberation Initiative:高等教育機関を中心とするデータ利用の普及取組)を含めて、

より多くの利用者からのアクセスが可能となっている。また、近年では CDER(Canadian Center for Data 

Development and Economic Research)として、秘匿性が高い経済統計の一部についてのデータ分析を行う

機能が提供されている。 

 

 

2) 情報通信技術の導入経緯 

データへのアクセスプログラムに対する需要は、学術機関と公的機関の両者によるものであった。DLI と

RDCは学術機関から、CDERは政府機関やカナダ銀行といった公的機関からの要求に応える形として設置

された。 

情報通信技術の活用にあたって、カナダ統計局では、ユーザーの利便性とセキュリティ確保のバランスを

意識した取組が行われている。例えば、PUMFsではユーザーの利便性よりセキュリティを重視した内容とす

る一方で、マスターファイルである Confidential Microdataでは、ごく限られたアクセス権限の下で、より秘匿

性の高いデータを扱うこととなる。 

データ利用者の特性（学術研究者、政策研究者など）と利用目的に沿った形で、より多くの人にマイクロ

データが活用されるよう、異なる種類のファイルが提供されている。 
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2. シカゴ大学 NORC 

NORCは、シカゴ大学内に設置されている社会調査等の実施や研究を行う独立研究機関である。NORC

ではアメリカ全土をカバーする調査員ネットワークを保有しており、政府機関や教育機関、NPO、企業に対し

てデータや分析サービスを提供している。調査員は 800～1,000人程度の規模となっている。各地域のマネ

ージャーによる管理の下、6～12種類の調査を実施している。 

NORCが関わる分野としては、保健、教育、経済、犯罪、エネルギー、安全保障、環境といったものが挙

げられる。 

 

 

1) 取組の概要 

NORCでは、data enclave と呼ばれるデータ提供のためのプラットフォームを 2007年 7月から提供してい

る。NIST  (National Institute of Standards and Technology：アメリカ国立標準技術研究所)による支援の下、

研究者に対して秘匿性の高いマイクロデータを、より便利に利用できる環境を提供することが目的とされて

いる。data enclaveのサーバーは NORCの本部であるシカゴに設置されている。 

運営費用は、NIST (National Institute of Standards and Technology：アメリカ国立標準技術研究所)の技術

イノベーションプログラム(Technology Innovation Program)や、農務省、学術研究機関であるコッフマン基金

などからの拠出を受けている。 

 

セキュリティ上の問題を防ぐために、data enclaveではシンクライアント端末から、データへアクセスすること

が可能となっている。data enclaveはインターネットから切り離された環境にあり、事前の確認と承認がない限

り、データを移動（ダウンロード等）することはできない。事前の確認は、開示チェック(Disclosure Review)と呼

ばれ、問題がないことが確認されれば、データがダウンロード用のサイトに移動され、研究者がダウンロード

できるようになる。現在、開示チェックにかかる時間は 24～48時間程度となっている。 

 

 

2) 情報通信技術の導入経緯 

data enclave は、データ作成者および利用者の双方からのニーズに対応する形で開発が進められてきた。

データ作成者にとっては、より高い品質のデータを収集するために多くのリソースを投入する一方で、収集し

たデータ品質を維持し、回答者の個人情報の保護を図りながら、安全な環境の下でデータをより広く利用し

てもらいたい、という要望が持たれていた。 

データ利用者にとっては、より高い品質の分析を行いたい、という要望が持たれていた。 

これら双方の要望に対応するために、よりよいデータ、よりよい分析を行うためのプラットフォームとしての

data enclaveが作られることとなった。データ利用をより便利なものにするべく、リモートアクセスが可能な環

境が用意されており、現在、400人程度の研究者によって利用されている。 

 

data enclaveでは、リモートアクセスを実現するために、Citrixと呼ばれる商用のサーバー仮想化技術を利

用している。また、近年ではビッグデータに対する関心が高まる中、2012年に大規模データを処理するため

の設備を導入している。NORC外部の技術者とも協働しながら、ソーシャルメディア分析など、今後の活用が

想定される大規模データへの対応を図っている。 

また、tableau と呼ばれる市販のソフトウェアを用いた集計ツールも提供しており、既存技術を活用しながら

効率的な取組を行っている。 
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3. ミシガン大学 ICPSR 

ミシガン大学 ICPSRは、社会調査の実施、分析等を行う研究機関であり、世界最大規模のデータアーカ

イブを運営している。ここでは、主にどのような情報通信技術を活用しているかについて整理を行う。 

※「統計データの二次利用促進に関する研究会 報告書」（平成 20年 10月統計データの二次利用促進

に関する研究会） 資料６ 参照 

 

 

1) 取組の概要 

ICPSRでは、有意義な分析を行うことができる情報をデータに残しながらも、秘匿管理を厳密に行うことが

意識されている。そのため、統計データの活用に関連して、秘匿管理を含め、以下の４つの分野ごとにツー

ル（サービス、ソフトウェアなど）が提供されている。 

 

①秘匿管理 

②利用制限データ 

③データ集計 

④データ配付 

 

それぞれの分野では、以下のようなものが提供されており、研究者がデータを利用するにあたって必要と

なる機能をサポートし、利活用可能な環境を作り出している。 

 

図表３ ICPSRが提供・紹介するツール 
 概要 費用 
①秘匿管理 

Disclosure Review 
-開示にあたって問題がないかをチェック 
-必要に応じて修正方法を示すサービス 

有料 

QualAnon 
-定性情報（コメントなど）を匿名化する（氏名の変換など） 
-web上で動作するソフトウェア 

無料 

②利用制限データ 

Physical Data Enclave 
-極めて秘匿性の高い個人情報を含むデータを保管、利用するための
施設 
-ICPSRの地下室に所在 

無料 

Security Inspections -研究施設等のセキュリティについて監査を行うサービス 有料 

Security Plan Reviews 
-利用制限データを扱うにあたって必要な安全確保計画を監査するサ
ービス 

有料 

Virtual Data Enclave 

-利用者のデスクトップ上で仮想的に利用制限データを扱えるようにす
る仕組み 
-データダウンロード等は不可能 
-結果の共有機能などがオプションで提供される 

有料 

③データ集計 

Colectica for Microsoft Excel 
-DDI(Data Documentation Initiative)フォーマットに沿って、情報管理を
行うソフトウェア 

無料 

DataUp 
-オープンソースによるエクセル・アドインソフトウェア 
-データの整理等を行う 

無料 

Google Refine 
-クリーニング前のデータに対してデータ変換などのクリーニングを行う
ソフトウェア 

無料 

Nesstar Publisher -データ、メタデータを整備するソフトウェア 無料 
④データ配付 
Dataverse Network -オープンソースによるデータ共有、分析等を行うソフトウェア 無料 
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2) 情報通信技術の導入経緯 

リモートアクセスを行うための技術として、ICPSRでは VMware と呼ばれる仮想化ソフトウェアが利用されて

いる。Citrixや Microsoft社の Remote Desktop Technology といった類似のソフトウェアが存在する中で、

VMwareを採用した理由は、ユーザー間のパフォーマンスに影響が少ないことであった。 

Citrixではシステムリソースをユーザー間で共有するため、複数のユーザーが同時に使用すると PCのパ

フォーマンスが低くなる。逆に、使用者が少ないとパフォーマンスは高まる。VMwareでは、ユーザーごとにシ

ステムリソースを割り当てる方式を採用しているため、ユーザー間でパフォーマンスに影響を与えることはな

い。（ただし、誰も使用者がいない時間帯にアクセスしても、各 PCに配分されたメモリー以上の作業は不可

能、という短所がある。） 

 

このように、技術の導入にあたって検討すべき点として、ユーザーに対してどの程度のシステムリソースが

必要かを判断する点が挙げられている。物理的に存在する PC とは異なり、常にどこからでもアクセスが可能

になる、という仮想化技術によって、アクセスの集中によるシステム負荷につながっている。今後の課題の１

つとして、ICPSRでは、マイクロデータ以外での提供方法についても検討を行っている。 
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第５章 統計の作成、提供等において情報通信技術を活用する際の示唆・課題 

 

前章までに整理を行った、国内外における情報通信技術の活用に関する取組の整理及び有識者研究

会におけるディスカッションを通じて、今後の統計調査に対して情報通信技術を活用する際の示唆課題に

ついて、以下のように「１．調査実施ステージにおける示唆・課題」と「２．結果活用ステージにおける示唆・課

題」に分けた整理を行った。 

 

～統計の作成、提供等において情報通信技術を活用する際の示唆・課題 概要一覧～ 
1. 調査実施ステージにおける示唆・課題 
1)情報通信技術の位置付け  －他の回答方法と組み合わせた位置付け－ 

✓情報通信技術を活用した回答方法は、他の回答方法を含めた１つとして位置付
けられる。 

✓これまでの回答方法（紙調査票による回答など）を存続しながら、情報通信技術
を活用した新しい回答方法を導入することが必要となる。 

2)情報通信技術の活用目的  －回答者にとっての「回答負荷軽減」と統計作成者にとっての「データ品質の向
上」－ 

✓情報通信技術の活用によって、調査プロセス全体を俯瞰した取組みとして、コス
ト削減を意識しながらも、回答負荷軽減及びデータ品質の向上を目指すことが
可能となる。 

✓一方で、回答方法が異なることによるデータ品質への影響の検証も必要とされ
る。 

3)統計調査の回答者、回答内容
を踏まえた活用 

 －同一客体を対象とした定型の内容を対象とした活用－ 
✓回答負荷軽減、データ品質の向上といったメリットは、同一客体に対して定型の
内容を繰り返し質問するタイプの調査において特に大きい。 

✓複雑な構成や、以前の回答との継続性が求められる調査内容での活用が期待
される。  

4)検討の体制  －利用可能な技術を都度評価できるように長期的な検討及び試行－ 
✓技術の進歩に伴って、統計調査に活用可能な技術が増える中、今後も新たな
技術が生まれる可能性が高い。 

✓継続的な技術進歩に対応できるよう、技術を都度評価しながらの試行が求めら
れる。 

   
2. 結果活用ステージにおける示唆・課題 
1)情報通信技術を活用した情報
提供内容 

 －利用者の利用目的・レベルに応じた情報提供－ 
✓集計表やマイクロデータなど、統計調査の結果について様々な情報提供が行わ
れる中で、情報通信技術を活用することで、利用者の利用目的やレベル（結果
概要の把握や複雑な分析など）に対して、より沿った形での提供が可能となる。 

2)情報通信技術を活用した情報
の提供方法 

 －利用者の利用シーンを想定した支援－ 
✓データ提供のみにとどまらず、分析に必要となるソフトウェアやサービスを紹介・
提供するなど、付随して必要な機能についても提供することで、利活用をより促
進することが求められる。 

 

次ページ以降で、上記の示唆・課題のそれぞれについて、海外における実態を踏まえた整理を行っている。

本調査研究で対象とした海外事例は、アメリカ及びカナダにおいて情報通信技術が活用されている統計調

査あるいは統計機関（研究機関を含む）の一部である。 
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1. 調査実施ステージにおける示唆・課題 

調査実施ステージにおいては、「情報通信技術の位置付け」、「情報通信技術の活用目的」、「統計調査

の回答者、回答内容を踏まえた活用」及び「検討の体制」の４点に関する示唆・課題が指摘される。 

 

1) 情報通信技術の位置付け 

調査実施ステージにおいて情報通信技術を活用した取組を行っている海外事例を見ると、CATIやCAPI、

インターネット回答といった、情報通信技術を活用した回答方法は、複数ある回答方法の１つとして位置付

けられている。アメリカ労働統計局のCESのように、数十年にわたって実施されてきた統計調査においても、

過去の回答方法を引き継ぎながら、情報通信技術を活用した回答方法が導入されており、回答方法につい

て急激な変更を加えずに追加・修正が行われている。伝統的な紙による調査票を用いた郵送調査や、調査

員による聞き取りも併用されている中で、情報通信技術を活用した回答方法も用意することで、後述の「2)情

報通信技術の活用目的」に資するよう配慮がなされている。 

また、様々な情報通信技術について、都度評価・検討を加えながら、統計調査への活用が行われている。

例えば、下記 CESにおける取組の歴史を見ると、検討が行われたものの採用されなかった VR(Voice 

Recognition:音声認識)では、回答者による電話を用いた自記式という点で、同時期にすでに利用が進んで

いた TDE と重複することから採用が見送られている。 

 

－CESにおける回答方法の変遷－ 
回答方法・導入年 詳細 

CATI 
1984年 

毎月、調査員が回答者に電話をかけて質問 
回答データは同時に入力されるとともに必要に応じて修正される 

TDE 
1986年 

回答者が通話料無料の番号に電話をかけて、自動化された質問に回答 
回答者は電話のキーパッドを使用する 

EDI 
1994年 

回答者は自企業のシステムからのデータを送付 
ファイルは電子的に送信・受信される 

FAX 
1995年 

毎月、調査票が FAX される 
回答者は調査票に記入し FAXで返送する 

Web 
1996年 

回答者は BLSのWebサイトと接続し回答を入力する 
回答終了前にデータは自動的に修正される 

 

このように情報通信技術を活用した回答方法は、複数の異なる回答方法の１つとして位置付けること、ま

た利用可能な技術を都度取り入れながら、より良い活用方法を検討することが求められる。インターネットの

普及率や PC リテラシーといった制約条件は存在するものの、海外での事例からは自記入式の回答方法の

１つとしてのインターネット回答や、調査員が介在する回答方法の１つとしての CATI といったように、既存の

回答方法をより良くするための取組として捉えることが重視されている。日本においても同様の制約条件は

存在しており、またユーザーサポートやサーバー負荷への対応といった課題も存在することから、情報通信

技術を活用した回答方法のみの実施を推奨するのではなく、これまでの回答方法に追加する形で情報通

信技術を活用した回答方法を整えていくことが望ましいと考えられる。 
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2) 情報通信技術の活用目的 

海外事例を見ると、情報通信技術を導入した経緯・目的として、「回答負荷の軽減」、「データ品質の向

上」、「コスト削減」の３点が挙げられている。これらのポイントについて、統計実施者及び回答者の視点から、

メリット・デメリット及びデメリットへの対応を整理すると以下のようになる。 

 

－情報通信技術の活用によるメリット・デメリットおよび対応－ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

[メリット] 

①データ品質の向上 

統計調査実施者にとっては、CATIや CAPI、インターネットを活用することで、調査票のロジックに反する

回答や未回答を防ぎ、エラーの発生率を減らすことが可能となる。また、毎月調査を行うような内容であれば、

前月の回答結果を表示した上で、回答誤りが起こらないように注意喚起を行うなど、様々な工夫を行うことが

可能である。それらの工夫によって、回答データの整合性チェックや回答者に対する再確認にかかる時間

やコストを節約することが可能となる。特に質問の構造が複雑な調査においては、そのようなデータクリーニ

ング作業を減らすことが、調査全体に係るコストを削減することにもつながる。 

 

②業務管理の効率化 

アメリカセンサス局で運用されている Centurionのような共通プラットフォームが整備されると、複数の調査

を統合して管理することも可能となる。Centurionでは、調査票の作成や回答データの管理を含め、実査時

の管理も統合管理が行われており、それによって、回収状況のモニタリングや督促依頼等の業務管理を効

率的に行うことが可能となっている。また、調査票（あるいは調査プログラム）の修正変更の履歴管理といっ

た、実査時に限らず、調査設計に関わる業務についても業務の効率化が図られる。 

 

③回答負荷の軽減 

回答者にとっては、回答方法が複数提示されることで、個々にとって最も便利な回答方法を選択すること

ができる。同時に、インターネット回答ではエラーメッセージを表示させるなど、複雑な調査内容の調査でも、

回答しやすい環境も整えられる。そうした環境が整えられることは、回収率の向上にも寄与し、統計調査の

品質の向上にもつながると考えられる。 

 

 

①データ品質の向上

③回答負荷の軽減

②業務管理の効率化

統計調査実施者にとって 回答者にとって

メ
リ
ッ
ト

デ
メ
リ
ッ
ト

・回収状況のモニタリング、督促依
頼等の業務を効率的に実施可能

・エラーデータの少ない、より“ク
リーンな”データを作成できる。

・回答ミスを防ぐとともに、回答者に
とって便利な回答方法を選択できる

②仕組み（システム）
構築の負担

①データへの
影響検討

・データへの影響有無を
検証するなどの負担

・システム構築に関するコ
ストが発生する

③セキュリティに関する
不安感

・インターネットによる回答に伴う情報
漏洩に関する懸念

データへの影響検討
調査全体の
コストに着目

第三者による検証
システム的な取組み

・セキュリティに関する検証を行う
・シンクライアント技術によってデータ紛
失のリスクを下げるなどの取組み.

・他のコスト（調査員費用など）を
総合的に勘案した判断
・検証可能な形でモニタリング

・専門家（統計分野など）による
検証と判断
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[デメリット及び対応] 

①データへの影響検討 

情報通信技術を活用して新たな回答方法を導入するにあたっては、回答方法の変更によるデータへの

影響についても検討が必要とされる。海外における事例からは、就労時間や賃金、雇用状態などのファクト

データでは、回答方法の差異による影響は無視できると判断されることが多いが、検討にあたっては以下の

ような視点から検証が行われていた。 

 

－カナダ統計局 LFSにおいて検証が行われた項目－ 
EQ回答者の属性 
推計 
産業および職業の分布 
定性的なフィードバック 
回収率 
世帯構成員数の変化 
補完推計および代入 

非回答（スキップ） 
就労状態の変化 
回答の分散 
回答の平均値 
失業率の推計 

 

上記のように、データへの影響検証にあたっては、回答者の属性や推計結果についても検証が行われて

おり、統計学等に精通した専門家との協働も行われている。また、公的統計調査においては時系列での比

較可能性が重視される。特に、日本における統計調査の多くが紙による調査を中心に行われている中で、

情報通信技術を活用した新たな回答方法を導入する際には、結果の公表にあたって、回答方法別の回答

割合を公表するなど、データに影響を及ぼす要因となり得る事項についてもモニタリング・公開することを検

討することが望ましいと考えられる。また、同一客体に対して繰り返し調査を行う場合には、最初は調査員が

介在した回答方法を通じて調査に習熟した上で、自記入式の回答方法へと移行するなど、可能な限りデー

タへの影響を小さくするような工夫も求められる。 

 

②仕組み（システム）構築の負担 

インターネット回答の仕組み構築や EDIによるデータ交換に係る開発費用など、情報通信技術を活用す

るにあたっては、仕組みを構築するための負担が発生する。負担が発生する代わりに、情報通信技術の活

用によって効率化を図ることとなるが、海外事例では、１サンプルあたりの回収費用の比較を行うなど、その

効果をモニタリング可能な形で検証・評価することが意識されており、情報通信技術導入後の改善も意識さ

れている。 

また、分散型の統計システムを持つ日本においては、個別の統計調査に特有な事情があるため、様々な

統計調査に対応できるよう柔軟性を持った仕組みを構築することが求められる。基幹統計に限っても 50以

上の統計調査がある中で、仕組みを個別に作成するのではなく、共通化したプラットフォームを構築すること

で負担を分け合うなどの工夫が求められる。現在の e-statは、日本における統計調査に関する情報につい

て統計利用者にとっての総合的ポータルとしての機能を提供しているが、統計調査の回答者にとってのポ

ータル機能を整備することについても検討を行うことが望ましいと考えられる。 

仕組み構築にあたっては、最新の技術動向に精通した民間事業者に委託を行う、あるいは民間事業者と

共同での開発を行うなど、外部との連携についても検討を行う必要がある。 
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③セキュリティに関する不安感 

回答者側からはインターネット回答に伴う情報漏洩などに対する懸念が生じる場合がある。海外における

取組事例では、暗号化された通信環境(SSL通信)によるデータ保護に加えて、第三者機関等によるチェック

体制を整えるなど、回答者からの不安感を減らすための取組みが行われていた。また、CATIや CAPIで使

用される端末についても、シンクライアント技術を活用することで、回答データや対象者の情報を端末に保

存しないようにするなどの取組みも行われている。 

セキュリティを過度に重視すると回収率が低下するなどの問題が生じることも指摘されていた。セキュリティ

確保においては、前述のような情報通信技術（SSL通信など）を活用することで、回答者側の負荷を低く抑え

ながらセキュリティを確保することが望ましい。日本においては、プライバシーに対する意識が高まる中、より

繊細な内容についても回答協力を得られるように、調査員との対面ではない自記式の回答方法を活用する

ことを検討する必要がある。 

 

④調査員の負担 

オンライン回答方式では、世帯の特定のため回答者が ID等を入力する必要があるが、回答者が ID等を入

力しなかった場合、世帯の特定にかかる調査員の負担が増える懸念がある。 

実際に、東京都でのみオンライン回答方式が導入された平成 22年国勢調査では、世帯の特定のために

回答者が調査区番号に加えて世帯番号を入力する必要があったが、世帯番号の入力漏れが多数発生した。

これらの世帯番号が入力されていない調査票は「迷子票」と呼ばれ、調査区と氏名のみから世帯を特定する

ことが必要となり、調査員の負担が増加する結果となった。平成 27年国勢調査では、IDと世帯番号をあらか

じめ紐付け IDのみの入力で世帯の特定を可能にする等の対策が検討されている。 

 

3) 統計調査の回答者、回答内容を踏まえた活用 

海外における取組事例からは、調査対象者が世帯・個人、企業・事業所のいずれにおいても、情報通信

技術の活用が行われている。一方で、調査内容については、回答負荷軽減、データ品質の向上といったメ

リットは、同一客体に対して定型の内容を繰り返し質問するタイプの調査において特に大きいと考えられる。 

客体については、回答者が世帯・個人であれば CATIやインターネット回答が、企業・事業所であれば

EDIやインターネット回答が有力な候補となる。一方で、従来の紙による回答に慣れている回答者への配慮

といった工夫も行うことが必要とされる。 

回答内容については、主として回答者の意識を把握するための統計調査よりも、社会経済の実態を把握

するための統計調査全般に対する活用がよりふさわしいと考えられる。今回調査対象となった海外事例では、

賃金や労働時間、就業状態といったファクトデータを中心とする統計調査を取上げたが、社会調査の分野

において意識データを聴取する調査においても、CATIや CAPI、インターネット回答など複数の回答方法を

用意することが一般的であるとの意見も聞かれた。日本における統計調査の中でも、上記のようなファクトデ

ータを継続的に収集するような調査に対して、情報通信技術を活用することが望ましいと考えられる。 

 

 

4) 検討の体制 

今回の調査対象となった海外事例では、インハウスで検討されることが多いが、技術の進歩に応じて、そ

の時々に利用可能な情報通信技術を評価しながら検討が行われることが指摘されている。海外事例では、

回答方法の変更に伴って、調査画面のテストを通じたユーザビリティの確認を行うなど、実導入を行う前に

パイロットテストを行うことの重要性が聞かれた。技術面に精通した専門家等の支援も行われており、技術の

進歩に伴って統計調査に活用可能な技術が増える中、今後も新たな技術が生まれる可能性が高い。国勢

調査において有識者会議を設置し外部専門家の意見を積極的に取り入れる体制を取っているように、継続

的な技術進歩に対応できるよう、技術を都度評価しながらの試行が可能となるような体制が必要と考えられ

る。 
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2. 結果活用ステージにおける示唆・課題 

結果活用ステージにおいては、「情報通信技術を活用した情報提供内容」及び「情報通信技術を活用し

た情報の提供方法」に関する示唆・課題が指摘される。 

 

1) 情報通信技術を活用した情報提供内容 

集計表やマイクロデータなど、統計調査の結果について様々な情報提供が行われる中で、情報通信技

術を活用することで、利用者の利用目的やレベル（結果概要の把握や複雑な分析など）に対して、より沿っ

た形での提供が可能となる。 

例えば、人の目による最終的なチェックは必要ではあるものの、システムを活用して（必要最低限の）セキ

ュリティ確保を行うことで、オンライン上でマイクロデータにアクセスして分析することが可能となっている。ま

た、GIS情報と組み合わせた形での情報提供も可能となるなど、より多様な情報提供が可能となっている。海

外事例を見ると、セキュリティを確保しつつも、より多様な情報提供を可能とすべく、商用パッケージソフトウ

ェアなど既存の利用可能な技術が活用されている。 

 

 

2) 情報通信技術を活用した情報の提供方法 

データ提供のみにとどまらず、分析に必要となるソフトウェアやサービスを紹介・提供するなど、付随して

必要な機能についても提供することで、データの利活用をより促進することが可能となる。海外事例では、利

用者側のニーズ（高度な分析～簡易な集計表、など）に応じた情報を提供するため、ツール（ソフトウェア）の

整備を含めた利用しやすい環境整備が進められている。また、利用者がいつでも・どこからでもアクセスでき

る環境に対して必要性が高まる中で、リモートアクセス技術（サーバー仮想化）の活用も進められている。特

に、リモートアクセス技術を利用することで、オンライン上で複雑な分析が可能となるなど、より高度な利用を

求める利用者にとって、より利便性が高まることにつながる。 

 

 

上記２つに共通する課題として、システムリソースに関する課題が挙げられる。データ利用の活性化は同

時にシステム負荷増加につながるため、必要となるリソースを慎重に検討する必要がある。 

 

－リモートアクセス技術の例－ 
VMWare Citrix 

-ICPSRにて利用されている 
-個別ユーザーに対するリソースの割当てを行う 
-ユーザーが多数ログインしていてもパフォーマ
ンスに影響しないものの、割当て以上のパフォー
マンスを出すことはできない 
 

-NORCの dataenclaveにて利用されている 
-システム全体のリソースを個別ユーザーが利用
できる 
-ユーザーが多数ログインするとパフォーマンス
が低下するものの、ログイン数が少なければパフ
ォーマンスが向上する 

 

上記のようなリモートアクセス技術の例に記載されるように、結果活用の中でもどのような機能を提供する

かの優先度付け・見極めが重要となる。特に、定期的に実施される統計調査の場合、追加されるデータ量に

対応する必要があるため、どのような技術を活用するかについても慎重な検討が必要とされる。 

 



- 71 - 

 

附属資料 目次 

I.国内における情報通信技術の活用に関する取組 附属  1 

１ 統計局  ······························································································································································  附属 １    

１）調査票例 

２）オンライン調査システムについて 

２ 統計センター  ··················································································································································  附属１２    

１）統計データの二次的利用に関する統計センターの取組状況 

２）統計におけるオープンデータの高度化 

 

II.海外における情報通信技術の活用に関する取組 附属 ３５ 

１ アメリカセンサス局(United States Census Bureau)  ·······································································  附属３５ 

・ Centurion概要 

２ アメリカ労働統計局(United States Bureau of Labor Statistics)  ···············································  附属４９    

１）CES調査票例 

２）IDCF(Internet Data Collection Facility)概要 

３ カナダ統計局(Statistics Canada)  ··········································································································  附属６３ 

１）LFSにおけるインターネット回答の検証について 

２）マイクロデータへのアクセスについて 

III.参考ウェブサイト・文献一覧 附属１１０ 



 
 





































































 











• Assist survey areas in enhancing or modernizing key business processes and 
meeting or exceeding their goals, these data collection efforts may now utilize 
“custom” features to facilitate their unique on-line data exchange requirements, as 
well as, the many standardized components already developed, 

• Time and cost-effective strategies can easily be integrated into the flexible Centurion 
framework to help address functional gaps and/or realize new efficiencies

o Streamlined data processing and post data collection activities

o Modified mailing and contact strategies in development based on high Internet 
response rates

6 data collections receive more than 70% of their total responses via the 
Internet

10 additional data collections receive more than 50% of their total 
responses via the Internet

• Collection of data is more cost effective and has a higher degree of accuracy when 
compared to equivalent traditional collection methods

o Real-time ‘item specific’ edits, validations, and messaging for higher quality 

data receipts upon submission (e.g., ACS Study – Date of Birth screen)

o Content and question specific ‘Help” available to respondents (multiple 

variations),  

o Dynamic question content generated based on previous responses or prior 
period data

o Response review and correction functionality prior to submission, 

Benefits (continued)



















 









Surveys using IDCF

Current Employment Survey (CES)
Multiple Worksite Report (MWR)
Job Openings and Labor Turnover (JOLTS)
Annual Refiling Survey (ARS)
Occupational Employment Statistics (OES)
International Prices (IPP)
Producer Prices (PPI)
Occupational Injuries and Illnesses (SOII)
National Compensation Survey (NCS)
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